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マスメディア集中排除原則の見直しに関する制度整備案に対する意見 

 

省令案／ 

告示案 
該当箇所 意見 

省令案 第８条第１号

イ、ロ 

・ マスメディア集中排除原則の例外として、ラジオ放送の既存規定を

下敷きに、テレビ放送についても同一放送対象地域内において２系統

までの兼営・支配を可能とする規定を追加することは、民放事業にお

ける将来の選択肢のひとつとして理解できるものです。 

・ 基幹放送において、情報の多元的な提供による多様性の確保と、地

域性の確保は基本的かつ重要な概念であり、今回の規定追加にあたっ

ても、基幹放送普及計画の当該規定に何ら変更はありません。その重

要性に鑑みれば、地域の実情をよく理解し地域社会に貢献してきた地

元テレビ局同士が合意のうえで、これを選択することが大原則であ

り、意に反した再編・統合を強要されることがあってはなりません。 

 

告示案 第１ 

１(1)ア(エ) 

・ 「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取り

まとめ（第４次）」の意見募集結果により、この指針の削除・修正は、

同一放送対象地域内のテレビ１局２波の容認と直接リンクするもの

ではなく、現状の各地域の放送系の数の実態に即して行うものである

ことが明確になりました。 

・ 基幹放送普及計画の第３において「放送系の数の目標」を存置しつ

つ、当該指針を現状追認型とすることについては若干の違和感があり

ますが、直ちに民放事業に影響を及ぼすものではないため異議はあり

ません。 

 

告示案 ３(2) 

 

・ 地上基幹放送の民放事業者全体について、▽経営基盤の強化を図る

とともに、自らが制作する放送番組を有するように努めること、▽当

該放送番組その他の情報を積極的に配信するなど当該地上基幹放送

の価値の向上に資する多様な取組を行うように努めること――とす

る規定の追加は、放送法の下位法令である基幹放送普及計画にはなじ

まず、違和感があります。前者は認定放送持株会社の関係会社を対象

とした放送法第163条の同旨の規定を地上基幹放送全体に拡大するも

のであり、後者は多様な取組の一例ではあっても、放送法には民放事

業者の配信業務が規定されていないためです。 

・ 民放事業者の事業環境は一律ではなく、それぞれの経営判断のもと

でインターネット配信をめぐる諸課題と向き合っていることは、第４

次取りまとめの意見募集において述べたとおりです。 

 

 


